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連結注記表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 ２社
・主要な連結子会社の名称 ㈱アルデジャパン、アルビスクリーンサポート㈱
※連結子会社であった㈱オレンジマートは、2021年６月１日付でアルビス㈱と合併しました。
② 非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 ㈱アルビスファーム信州なかの、㈱Ａ＆Ｓ
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況
・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数

該当する会社はありません。
② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・会社等の名称 ㈱アルビスファーム信州なかの、㈱Ａ＆Ｓ
・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ. その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算出しております）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ. 棚卸資産
・小売店舗の商品 売価還元原価法
・その他 主として総平均法による原価法

(注)いずれも貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定しております。
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イ. 有形固定資産
　　（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。

ロ. 無形固定資産
　　（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ハ. リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証の取り決めがある
場合は残価保証額)とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上し
ております。

ハ. 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基
づき計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
　当社グループは、確定拠出年金及び前払退職金制度を導入しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
　当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容
及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。
　当社および連結子会社は食品スーパーマーケットを主な事業としております。同事業における商品の販
売については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。
　なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当
事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識
しております。
　また、商品の販売時に顧客に付与するポイントについては、収益から控除しております。

⑥ のれんの償却方法及び償却期間に関する事項
　　のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。
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２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上していた一部の費用について、当連結会計年度の期首よ
り顧客に支払われる対価として、売上高から控除しております。また、顧客への財又はサービスの提供にお
ける当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した
純額で収益を認識しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高が2,727百万円減少、売上原価が542百万円減少、売上総利益が
2,185百万円減少、営業総利益が2,185百万円減少、販売費及び一般管理費が2,185百万円減少しておりま
す。
　なお、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的な
取扱いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる
当連結財務諸表への影響はありません。

3. 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで「営業外費用」の「その他」に含めていた「出向者給与」は、金額的重要性が増し
たため、当連結会計年度より、独立掲記しております。
　なお、前連結会計年度の「出向者給与」は32,221千円であります。

－ 3 －



減損の兆候を把握したが、減損損失を計上しなかった固定資産の帳簿価額 6,056,573千円
減損損失 －千円

4. 会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 見積りの算出方法
　減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定は、各資産グループの翌連結会計年度予算及び将来キャッシ
ュ・フローの見積りを使用しております。
　当社グループは、管理会計上の事業所及び店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小単位としておりま
す。ただし、処分が決定された資産、または、将来の使用が見込まれていない遊休資産など独立したキャッ
シュ・フローを生み出すと認められるものは、個別の資産グループとして取り扱っております。
　各資産グループの営業損益が２年連続してマイナスとなった場合、固定資産の時価が著しく下落した場
合、店舗閉鎖の意思決定をした場合等に減損の兆候を把握しております。
　減損の兆候が把握された資産グループについては、将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッ
シュ・フローの合計が固定資産の帳簿価額を下回る場合には、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高
い金額によっております。
② 主要な仮定
　将来キャッシュ・フローの見積りは、適切な権限を有する経営者の承認を得た事業計画に基づく各資産グ
ループの将来の収益予測及び費用予測に基づいております。将来キャッシュ・フローの見積りにあたって
は、競合の状況や業界の趨勢等の外部環境と、経営上の課題に対応して実施する施策等を考慮しておりま
す。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、固定資産の減損に係る会計上の見積りに重要な影響
を与えるものではないと判断しております。
⑶ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる翌連結会計年度以降の収益予測及び費用予測の仮定が大き
く異なった場合には、翌連結会計年度の減損損失に影響を与える可能性があります。
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建物及び構築物 228,500千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 27,456,973千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 9,255,926株 －株 －株 9,255,926株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 507,559株 －株 －株 507,559株

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2021年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 307,039千円 35円00銭 2021年３月31日 2021年６月28日

2021年10月29日
取 締 役 会 普通株式 306,192千円 35円00銭 2021年９月30日 2021年11月25日

・配当金の総額 306,192千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 35円00銭
・基準日 2022年３月31日
・効力発生日 2022年６月27日

5. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産

上記の物件は、受入敷金保証金86,203千円の担保に供しております。

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の総数に関する事項

⑵ 自己株式の数に関する事項

⑶ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2022年６月24日開催予定の第55回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

⑴売掛金 2,366,260 2,366,260 －
⑵投資有価証券
その他有価証券 499,920 499,920 －

⑶敷金及び保証金 3,558,805 － －
貸倒引当金 △303,492 － －

小　　計 3,255,313 3,208,951 △46,361
資産　計 6,121,494 6,075,132 △46,361

⑴買掛金 5,249,786 5,249,786 －
⑵長期借入金
　（1年内返済予定含む） 6,401,224 6,371,133 △30,090

負債　計 11,651,010 11,620,920 △30,090

7 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、新規出店などの設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入金)を調達しており
ます。一時的な余資は主に預金等に限定することで市場リスクや信用リスクを回避しており、短期的な運転
資金は銀行借入により調達しております。
　営業債権である売掛金は、回収までの期間は短期でありますが、信用リスクに晒されているため、取引先
の状況をモニタリングし、回収懸念を早期に把握する体制をとっております。
　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　敷金及び保証金は、主に店舗の出店に際して、不動産の賃貸人に対して差し入れているもので、差し入れ
先の信用リスクに応じて貸倒引当金の計上を行っております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内に支払期日が到来するものであります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：千円）
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区分
時価（千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 499,920 － － 499,920

資産計 499,920 － － 499,920

(注1) 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で返済されるため時価が簿価価額
に近似するものであることから、記載を省略しております。

(注2) 市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額119,041千円）は、「⑵投資有価証券　その他有価証
券」には含めておりません。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
分類しております。
　レベル１の時価　：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価　：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価　：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
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区分
時価（千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
売掛金 － 2,366,260 － 2,366,260
敷金及び保証金 － 3,208,951 － 3,208,951

資産計 － 5,575,212 － 5,575,212
買掛金 － 5,249,786 － 5,249,786
長期借入金
（1年内返済予定含む） － 6,371,133 － 6,371,133

負債計 － 11,620,920 － 11,620,920

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　投資有価証券
　上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。

　売掛金
　短期間で決済されることから、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額をも
って時価としており、レベル2の時価に分類しております。

　敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと残存期間及び信
用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しておりま
す。
　また、貸倒懸念債権の時価は、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、
担保及び保証による回収見込額等を基に割引現在価値法により算定しており、時価に対して観察できな
いインプットによる影響額が重要な場合はレベル3の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類して
おります。

　買掛金
　短期間で決済されることから、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額をも
って時価としており、レベル2の時価に分類しております。

　長期借入金
　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法によ
り算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

4,652,536 4,397,172

⑴ １株当たり純資産額 3,366円39銭
⑵ １株当たり当期純利益 240円63銭

8. 賃貸等不動産に関する注記
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項
当社は、富山県及び石川県を中心に賃貸商業施設等を所有しております。

⑵ 賃貸等不動産の時価等に関する事項
（単位：千円）

(注1)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2)当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であり

ます。

9.   収益認識に関する注記
「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

10. １株当たり情報に関する注記
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11.  企業結合等に関する注記
（共通支配下の取引等）
連結子会社の吸収合併
　当社は、2020年9月11日開催の取締役会決議に基づき、2021年6月1日付で、当社の子会社である株式会
社オレンジマートを吸収合併いたしました。

⑴　取引の概要
①　被合併企業の名称及び事業内容
　被合併企業の名称　　　　　株式会社オレンジマート
　事業の内容　　　　　　　　スーパーマーケット事業

②　企業結合日（効力発生日）
　2021年6月1日
③　企業結合の法的形式
　当社を存続会社、株式会社オレンジマートを消滅会社とする吸収合併
④　結合後企業の名称
　アルビス株式会社
⑤　その他取引の概要に関する事項
　当社を存続会社、株式会社オレンジマートを消滅会社とする吸収合併を行うことにより、当社グループ
内の経営効率化を更に推し進め、お客様により一層満足いただける商品・サービスの提供ができるものと
判断しております。

⑵　実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基
準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理してお
ります。
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① 有形固定資産
　　（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。

② 無形固定資産
　　（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しております）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
③ 棚卸資産

・小売店舗の商品 売価還元原価法
・その他 主として総平均法による原価法

(注)いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある
場合は残価保証額）とする定額法を採用しております。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上し
ております。

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき
計上しております。
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⑷   重要な収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。
　当社は食品スーパーマーケットを主な事業としております。同事業における商品の販売については、顧客
に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。
　なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商
品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
　また、商品の販売時に顧客に付与するポイントについては、収益から控除しております。

⑸   のれんの償却方法及び償却期間に関する事項
　のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

2. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上していた一部の費用について、当事業年度の期首より顧客
に支払われる対価として、売上高から控除しております。また、顧客への財又はサービスの提供における当社
の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益
を認識しております。
　この結果、当事業年度の売上高が3,215百万円減少、売上原価が1,045百万円減少、売上総利益が2,169百
万円減少、営業総利益が2,169百万円減少、販売費及び一般管理費が2,169百万円減少しております。
　なお、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的な取
扱いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等
が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる当個別財務諸表
への影響はありません。
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減損の兆候を把握したが、減損損失を計上しなかった固定資産の帳簿価額 6,056,573千円
減損損失 －千円

3. 会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）

⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 見積りの算出方法
　減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定は、各資産グループの翌事業年度予算及び将来キャッシュ・
フローの見積りを使用しております。
　当社は、管理会計上の事業所及び店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小単位としております。ただ
し、処分が決定された資産、または、将来の使用が見込まれていない遊休資産など独立したキャッシュ・フ
ローを生み出すと認められるものは、個別の資産グループとして取り扱っております。
　各資産グループの営業損益が２年連続してマイナスとなった場合、固定資産の時価が著しく下落した場
合、店舗閉鎖の意思決定をした場合等に減損の兆候を把握しております。
　減損の兆候が把握された資産グループについては、将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッ
シュ・フローの合計が固定資産の帳簿価額を下回る場合には、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高
い金額によっております。
② 主要な仮定
　将来キャッシュ・フローの見積りは、適切な権限を有する経営者の承認を得た事業計画に基づく各資産グ
ループの将来の収益予測及び費用予測に基づいております。将来キャッシュ・フローの見積りにあたって
は、競合の状況や業界の趨勢等の外部環境と、経営上の課題に対応して実施する施策等を考慮しておりま
す。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、固定資産の減損に係る会計上の見積りに重要な影響
を与えるものではないと判断しております。

⑶ 翌事業年度の計算書類に与える影響
　将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる翌事業年度以降の収益予測及び費用予測の仮定が大きく異
なった場合には、翌事業年度の減損損失に影響を与える可能性があります。
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建物 228,500千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 24,776,401千円

① 短期金銭債権 213,613千円
② 短期金銭債務 1,397,914千円

① 営業収益 684,582千円
② 営業費用
③ 営業取引以外の取引高

11,639,132千円
512,659千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 483,381株 24,178株 －株 507,559株

4. 貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産

上記の物件は、受入敷金保証金86,203千円の担保に供しております。

⑶ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

5 損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加24,178株は、子会社であった㈱オレンジマートが保有していた株式を合併に
より取得したものです。
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賞与引当金 187,587千円
貸倒引当金 121,850千円
減損損失 504,273千円
未払事業税 35,649千円
未払事業所税 12,117千円
資産除去債務 254,543千円
その他 201,265千円

繰延税金資産小計 1,317,288千円
評価性引当額 △429,943千円

繰延税金資産合計 887,345千円

固定資産圧縮積立金 △118,960千円
土地時価評価差額金 △116,409千円
その他 △152,397千円

繰延税金負債合計 △387,767千円
繰延税金資産の純額 499,577千円

種類 会社等の名称
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
議決権等の所
有(被所有)割
合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社 ㈱アルデジャパン 50,000

惣 菜 品 の
製造､精肉
加 工 及 び
豆 腐 商 品
類の製造

100.0 当社 の 仕入
先

商品仕入 11,205,685 買掛金 949,709

出向者給与の
負担金受入 372,228 － －

7. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

8 リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、器具備品等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース
契約により使用しております。

9. 関連当事者との取引に関する注記
子会社

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
⑴　商品の購入については、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。
⑵　出向者給与の負担金受入については、実費相当額を出向契約に定めております。
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種類
会社
等の
名称

所在地
資本金又は出
資金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引
の内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

法人
主要
株主の
子会社

三菱
食品
㈱

東京都
文京区

10,630,000
食品卸
売業

(被所有)
直接

1.59％

食品・
酒の
仕入

商品
仕入

5,437,059
買掛
金

519,753

⑴ １株当たり純資産額 3,245円51銭
⑵ １株当たり当期純利益 198円23銭

兄弟会社

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
　商品の購入については、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

２．当事業年度末において、当社は、三菱食品㈱の株式を2,000株保有しております。

10.   収益認識に関する注記

　　収益を理解するための基礎となる情報につきましては、連結注記表と同一であるため、記載を省略して
おります。

11 １株当たり情報に関する注記
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